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2026年 10月 13日 

イノベーション政策強化推進のための有識者会議「バイオエコノミー戦略」
アイパークインスティチュート株式会社 代表取締役社長

藤本 利夫 

第 10回会合（10月 13日）に関する意見書
―バイオ医薬品の製造人材拠点の整備について― 

第 10回会合資料 7 について、研究開発拠点を運営する立場から、以下の通り意見を申し述べる。 

【要旨】 

バイオ医薬品・再生医療等製品の国内製造について、設備への支援は具体化している一方、製造人材の育成

は講座の整備にとどまっている。アイルランドの NIBRT のように、実生産設備を再現した中核研修拠点を投資誘

致と一体で整備し、人材の供給力を立地競争力の柱と位置づけるべきである。 

バイオ医薬品：製造人材の育成を「立地・誘致施策」として位置づける 

資料 7 では、製造施設に関する施策が具体的に示されている一方で、製造人材に関する施策は研修・講座

の整備にとどまっている。官民投資ロードマップでは「立地競争力強化」の項目に人材育成が含まれているものの、

その手段は講座やスキル標準の整備であり、企業の立地判断に直接働きかける拠点の構想は示されていない。し

かし世界の製薬企業が製造拠点の立地を決める際に最も重要視する要素の一つが、人材の供給力である。 

アイルランドの例

アイルランドは2011年、商用のバイオ医薬品工場を再現した研修・研究機関NIBRT（National Institute

for Bioprocessing Research and Training）を、約 5,700万ユーロを投じて開設した[1]。施設整備の資

金は主に、同国の投資誘致機関である IDA Ireland を通じて政府が拠出している[2]。開所に際し、IDA の最

高経営責任者は、NIBRT の設立が同国のバイオ医薬品投資誘致における価値提案を一層高めると述べており

[1]、当初から投資誘致策として位置づけられていたことがわかる。

NIBRT は 2025年に約 4,900人に研修を提供した[3]。企業ごとのニーズに合わせたカスタム研修に加え、規

制当局の査察担当者の研修や、製造工程に関する応用研究も担っている[4]。 
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同国のバイオ医薬品分野は過去 10 年で 150 億ユーロを超える対内直接投資を集め、5 万人超を雇用して

いる。世界の製薬企業上位 10 社のうち 9 社が拠点を置き、武田薬品工業やアステラス製薬も製造拠点を構え

ている[4]。IDA によれば、バイオ医薬品の原薬・製剤施設だけで約 120 億ユーロの投資が発表されている[5]。

IDA の担当者は、特許による独占期間が限られる中で、企業が必要とするのは工場が稼働する前に従業員を訓

練できる確実性であると述べている[4]。また、寄稿時にNIBRTの理事を務めていた IDA幹部は、基礎医学研究

への投資と製造研究への投資を意図的に均衡させたことを同国の特徴として挙げている[6]。 

もとより、同国の誘致には法人税制や EU 市場へのアクセスといった要因も大きい。IDA 自身も、競争的な税・

事業環境と並べて、実績、人材へのアクセス、工場を迅速に設計・建設する能力を誘致の理由に挙げている[4]。

税制で競うことが容易でない我が国にとって、差別化の余地が大きいのはむしろ人材の供給力である。 

この構造は、日本企業自身の投資判断にも表れている。 

① 武田薬品工業（旧シャイア）がアイルランド・ダンボインに 6 億ドル超を投じたバイオ医薬品工場では、立

ち上げにあたりNIBRT と提携し、全従業員をNIBRTで訓練するとともに、品質管理担当 20名を約 12

か月 NIBRT に常駐させ、同施設内に自社仕様の機器による品質管理ラボを設けて技術移転を前倒し

した。この取組は 2019年に同国の投資関連表彰（従業員スキル向上部門）を受けている[7]。 

② 富士フイルムは米国ノースカロライナ州ホリースプリングスに総額 32 億ドルのバイオ医薬品工場を建設した。

同社の北米における過去最大の投資であり、同社の飯田年久氏は、立地を選んだ理由として人材がおそ

らく第一であると述べている[8]。同州立大学の研修センターBTEC は同社従業員 200人超を訓練してお

り[9]、州の誘致担当者は進出を検討する企業にBTECを見学させることを常としている。BTECの修了者

の 98%は 6 か月以内に業界に就職している[10]。 

すなわち日本企業も、人材の供給が確実な場所を選んで海外に製造拠点を置いている。国内に同等の仕組

みがなければ、国内企業の大型投資であっても海外に向かう可能性がある。 

アジアにおける競争 

韓国は、NIBRT の教育プログラムを導入した研修拠点（K-NIBRT）を仁川・松島に整備し（総事業費約

619 億ウォン、年 2,000 人の育成を計画）[11]、2024 年に本施設を開所した。2025 年には 3,633 人が受

講している[12]。また同国は、WHO のグローバル・バイオ製造人材研修ハブに単独で指名されている[13]。同国で
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は 2027 年までに約 11 万人の人材需要に対して供給が約 3.4 万人にとどまるとの推計もあり[12]、人材確保を

国家的課題として扱っている。 

我が国の需給ギャップ 

AMED研究としてバイオロジクス研究・トレーニングセンター（BCRET）が実施した調査（日本製薬工業協会

バイオ医薬品委員会及び再生医療イノベーションフォーラムの CDMO 関連企業、計 30 社が回答）では、現在

の人員約 3,700 人に対し、今後 5 年間で約 2,500 人の追加が必要とされた。細胞治療では、全ての職種で

現在の 2〜3 倍への拡大が必要とされている。同報告書は、モダリティ別に育成すべき人員数・時期・技術水準に

ついて正確なニーズ調査がこれまで行われたことがないと明記し、採用・維持の課題として、人材プールへのアクセス

や給与競争に加え、ロケーションを挙げている[14]。 

表 1 バイオ医薬品等の製造・開発人材の需要（今後 5年間） 

モダリティ 現在の人員 今後 5年間の追加必要数 

抗体医薬等 2,249人 755人 

mRNA医薬等 275人 156人 

細胞治療 902人 1,262人 

ウイルスベクター等 288人 271人 

合計 約 3,700人 約 2,500人 

（出典）[14]より作成。CMC開発職、GMP製造職、QC職、QA職の合計。 

これに対し、国の委託研修は、例えば AAV を用いた遺伝子治療用製品の製造研修で、実習の定員が各 10

名である[15]。製薬企業の GMP 施設を用いた実習も、CDMO2 社から 6 名を受け入れたパイロット段階にある

[14]。 

設備側への支援は、ワクチン生産体制強化のためのバイオ医薬品製造拠点等整備事業だけで、令和 3 年度

補正 2,273.8億円[16]、令和 4年度補正 1,000億円に上る[17]。NIBRTの整備費（約 5,700万ユーロ）

は、これと比べれば設備支援の一部で賄える規模である。なお、2021 年の経済産業省産業構造審議会バイオ

小委員会の報告書においても、製造分野の専門人材や担い手の不足は既に指摘されている[18]。 
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表 2 製造人材の研修拠点の比較 

項目 アイルランド NIBRT 韓国 K-NIBRT 日本（現状） 

開設 2011年（ダブリン） 2024年に本施設開所（仁川・

松島） 
NIBRT に相当する大規模な中

核拠点は未整備（BCRET等

が国の委託研修を実施） 

整備費 約 5,700万ユーロ（主に IDA

が拠出） 
約 619億ウォン（2020年時点

の計画値） 
― 

研修規模 約 4,900人（2025年） 3,633人（2025年） 例：AAV製造研修の実習定

員 各 10名 

位置づけ 投資誘致機関と一体。企業別研

修、規制当局者研修、応用研究

を担う 

NIBRT のプログラムを導入。

WHO のグローバル研修ハブに指

名 

研修事業として実施。誘致策と

の連動は明示されていない 

（出典）[1]、[2]、[3]、[4]、[11]、[12]、[13]、[15]の各資料より作成。 

提言 

1. 実生産設備を再現した中核研修拠点（いわば「日本版 NIBRT」）を、人材施策としてではなく、立地・誘

致施策として位置づけること。既存の取組を中核に据え、規模と機能を拡充する形が現実的である。 

2. またCDMOの設備投資支援やデュアルユース拠点整備にあたり、人材の確保・育成計画を策定し、中核研

修拠点の活用と連動させること。 

3. 需要推計に基づき、育成人数、修了者の就業状況、研修拠点を活用した製造拠点の立地件数等を数値

目標として設定し、PDCAの対象とすること。 

4. 今後の需要が特に大きい新規モダリティを重点とし、規制当局者の研修や製造技術の応用研究を併せて担

う機能とすること。 以上 
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